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「働き方改革」とは 
～一億総活躍社会に向けて～ 



２０４８年 
１億人未満 

２１１０年 
４２８６万人 

２０％ 
程度減少 

背景「働き方改革・生産年齢人口の減少」 
 



背景「働き方改革・生産年齢人口の減少」 
 

 労働力が減少の一途 ３０年後には６割程度に減少 

年間5回開催 

２０１３年 
８０００万人 

２０５１年 
５０００万人 

６０％
に減少 



対応策「対応策と課題」 
  三つの対応策と三つの課題 

年間5回開催 

背景：深刻な労働力不足 

労働力不足の解消 

働き方改革の３つの柱 

長時間労働
の解消 

非正規と 
正規社員の 
格差是正 

新たな 
労働人口の 
確保 

働き手を 
増やす 

出生率を 
増やす 

労働生産性
の向上 



三つの対応策の実現に向けて 
可決された法案 

１．残業時間の「罰則付き上限規制」 
  ３６協定の問題点 
  特別条項によって長時間労働が青天井に 

２．５日間の「有給休暇取得」の義務化 
  年１０日以上の有給休暇が発生している 
  労働者は必ず５日間の有給取得させる義務 

※大企業２０１９年４月、中小企業は２０２０年４月 

※企業規模に関わらず２０１９年４月 



三つの対応策の実現に向けて 
可決された法案 

３．「勤務間インターバル制度」の努力義務 
  勤務と勤務の間に１０～１１時間の休息を 
  取らせ、心身を休める時間を設ける 

４．「割増賃金率」の中小企業猶予措置廃止 
  大企業のみではなく、中小企業にも適用 

※企業規模に関わらず２０１９年４月から 
 但し、努力義務 

※２０２３年４月から中小企業にも適用 



三つの対応策の実現に向けて 
可決された法案 

５．「産業医」の機能を強化 
  労働時間管理の強化含む 
  従業員の健康管理に必要な情報提供の義務化 

６．「同一労働・同一賃金の原則」の摘要 
  合理的な根拠がなければ正社員と 
  非正規社員の待遇に差を設けることは 
  出来ない 
 

※企業規模に関わらず２０１９年４月から 

※大企業は２０１９年４月、中小企業は２０２０年４月 



三つの対応策の実現に向けて 
可決された法案 

７．高度プロフェッショナル制度の創設 
  年収１０７５万円以上で一定の専門知識を 
  有する労働者には労働時間規制、割増賃金 
  支払いの対象外とする 

８．「３か月のフレックスタイム制」が可能に 

  実質一か月以内の労働時間の清算が 

   ３ケ月間に拡大  

※企業規模に関わらず２０１９年４月から 

※企業規模に関わらず２０１９年４月から 



働き方改革について 
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働き方改革について 

金沢市における取り組み ・・・ 労働政策課 

○これまでの取り組み 

・はたらく人にやさしい事業所表彰（平成24年度～） 

・一般事業主行動計画策定支援（平成25年度～） 

・金沢イクボス企業同盟（平成28年度～） 

・金沢市雇用対策協定（金沢市、石川労働局） 

・各種奨励金制度 

  高年齢齢者雇用奨励金 

  若者女性キャリアアップ促進奨励金 など 

「金沢市はたらくサイト」で情報提供 



働き方改革について 

金沢市における取り組み ・・・ 労働政策課 

○今年度の新たな取り組み 

 ・金沢版働き方改革検討会議を開催（平成30年度） 

                             ※添付資料１ 

                               

 

「金沢版働き方改革推進プラン」の策定 

【概 要】

社会経済情勢が大きく変化する中、多様化・複雑化

する行政課題に迅速・的確かつ効率的に対応してい

くため、引き続き、行政改革大綱を策定
（今年度策定予定）

【概 要】

働きやすいまち金沢をめざし、労働生産性の

向上や多様な人材の活躍促進等を図るための

環境づくりを推進する新たなプランを策定

【主な視点（例）】

○労働生産性の向上

・ＩＣＴの活用、業務効率化の推進

・人材育成の強化
・健康経営の推進

○多様な人材の活躍促進
・女性が活躍しやすい環境整備

・高齢者、障害者等の就業支援

・多様な人材・担い手の育成支援

○労働環境の改善

・長時間労働の是正

・多様な働き方の環境整備

・治療・育児・介護等と仕事の両立支援
など

【策定までの流れ】

・現状と課題の把握・分析

⇒プラン策定に向けた基礎調査
・プランの骨子案の検討

・プランの検討・策定

【推進体制】

【概 要】

IoTやAI等を活用した高付加価値型産業の

創出など、本市産業の今後の目指すべき

方向性を示す新たなビジョンを策定
（今年度策定予定）

⇒有識者等による検討会を設置

金沢版働き方改革推進プラン

反 映

働き方改革実行計画（H29.3月決定）

働き方改革関連法案（今国会提出）

金沢市

金沢イクボス企業同盟（加盟数：83社）

【働き方改革研究事業：市委託】

国

企業

新産業創出ビジョン

金沢市役所ＡＩ活用方策検討プロジェクト

(H30.3月設置)

金沢市役所「働き方改革」庁内ワーキンググループ

(H30.5月設置)

市職員向け

企業・市民向け／市職員向け

企業・市民向け企業・市民向け

金沢雇用推進協議会（会員数：142社）

【実施事業への相互連携・協力】

石川労働局と協定を締結（H30.1月）し、

事業計画に基づき、金沢市における雇用対策

を効果的かつ一体的に推進

連 携

連 携

石川労働局

金沢市雇用対策協定に基づく事業計画

金沢市行政改革大綱（第７次）

企業・市民向け／市職員向け

整 合

動向注視

情報共有

情報共有

働き方改革推進本部

（本部長：市長）

金沢版働き方改革

検討会議
連携

『世界の交流拠点都市金沢 重点戦略計画』・『金沢版総合戦略』



働き方改革について 

○今年度の新たな取り組み 

 金沢市における働き方改革に関する主な事業 

・主なものとして18事業を実施予定。 ※添付資料２ 

・「金沢市立学校における教職員が本務に専念するための 

 時間の確保に向けた取組方針」を定め、夏季休業中の 

 連続した７日間を学校閉庁日とする。 

官民連携した取り組みを目指している 


